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1. めに 
近来 教育環境 変化 社会全体 国際化 強

影響 い 企業 海外進出や 商品

国境を越え 引 来 大企業を中心 流

都会 地方 を問わ あ ゆ 業界

企業 生 残 を賭 課題 あ

高等教育 国際化 準 うや 加

あ 大学 業後 い技術者や研究者 国

際的 視 を 行動 必要 あ う  

新潟大学工学部 工学教育 国際的 活

動を進 一 工学教育改革 果を

国際的 場 公表 活動 あ 伴う

工学教育 関 海外調査 あ 工学教育

現代的 課題 多 国や大学 い 共通

国際的 調や情報交換 々

効 あ 短期あ い 中期

亘 学生や教員 大学間交流 あ 活

動を通 現在進行中 教育改革や 要性

対 共通 識を得 考え

後 工学教育 在 方を考え 要 知見

い  

 

2. 国際会議におけ 成果公表 活動 
表 1 実施 国際会議 発表数

を挙 教育や技術連携教育 主 5

国際会議 8 教育分類 亘 50 件

発表を行 い 発表後 充実

討論 機会 設 海外 工

学教育 組状況 議論 い  

世界 工学教育会議 WCCEE 大学 業

以降 工学教育や大学 社会 連携 中 工学教

育 関 事例 議論 2004 年 参加以降

文科省 教育改革公募 採択 事業 GP 事業

ぶ 果を 実施状況や問題点を議論

ア ア工学教育会議 ACEE 国内

い 大学 韓国や中国 順 開催

各大学 工学教育 組 関 発表 場

い 国際融合技術 ン ISFT 新潟大

学工学部 韓国 中国 4 大学 連携 開催

特徴あ 研究や教育 関 総合的 国際 ン

あ 世界工学教育 WEEF

あ ゆ 国 地域 広 参加者 集 工学

教育全般 わ 世界規模 会議 あ 世界工学

会議 WECC 展示会を含 大規模 会議 2015

年 工学教育 セ ョン 設

筆者 工学教育 関 国際調査を 論文

投稿 発表を行   

米国工学教育 会 ASEE 主催 国際会議

あ WCCEE い 筆者

22 件 発表を行 規模 大 い

各々 頭発表後 十分 討論時間を設 当該

課題 対 活発 意見交換

筆者 公表 大学 社会 共

組 学生教育

ン PBL やイン ン ア

教育 あ 時 国際化 あ え

PBL 正解 あ 用意 い い現

実的 問題を学生 組 課題 捉え

解決 過程 教育 来

自然科学分 各教科 加え 学部段階 い時

期 学問領域を超え 教育方法 求

い 中 1 ン 大学 d.school 象徴

う 工学教育 う イン

教育 一 大 流 あ 世界的 共

通 い 「  

2009 年 参加 ACEE 工学教育 関

13 件 発表を実施 提出 論文 一部

ア を経 学術 Journal of 

Engineering and Educational Research 掲載

教員や研究者 教育分 発表

他 学生 研究発表 行わ 国際的 発表経

験 場 い   
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本学工学部 国際的 教育調査活動 本格的

組 2007 年 Fusion Technology ISFT 端

を発 図 1 構 を示 初回を新潟大学

主催 会議 5 大学 進 い

特徴あ 研究を広 発表 あう あ ゆ 技

術分 融合 形を示 い 教員や研究者

研究や教育 関 発表 ほ 学生セ ョ

ン 設 学生 研究発表 行わ

記ACEE 学生 発表 本学工学部

特徴あ 教育 進

学生 絶好 機会 あ

業研究を開始 以前 学生 国際会議 発

表実績 学生 大 研究 ア

時 国際的 通用 業時

イ 要件

あ 」   

世界規模 隔年開催 工学教育 関 国際

WEEF ASEE や欧州工学教育 会

国際工学教育学 会 IGIP 支え 大規模

国際会議 あ 世界各国 工学教育 実践例

セ ョン 発表 討議 会議

投稿 論文 米国電気電子学会 IEEE

Interactive Collaborative Learning ICL 特集

出版 4 2015 年 京都 開催

WECC 本学 行 工学教育 関

国際調査 い 論文投稿 発表を実施

 

工学教育 関 国際会議発表 記

文科省 GP 事業 果公表 各国各大学

工学教育 問題点や課題 触 討論

を通 理解 共 化 大 利点 あ

後 教育改革や教育 立案

大 寄与 考え い  

 

3. 工学教育改革に関 国際調査 
う 組 海外大学 教育 関 研

究調査 共 実施 あ 本学工学部 欧州 大学

交流 20年前 大学 連携

始 5 活動 中 夏 学校 称 学生

教員 短期交流 各年 学生 教員 派遣 入

を通 共 実施  

海外 教員や研究者 来訪 関 筆者

2008 年 文科省 採択 カ

事業を通 欧州 工学教育 関 講師や技

術者 学生を招聘 以 述 国際 ン

や教員研修 FD 講演会 学生 ワ

ョ 参加 活発 情報交換を実施

 

欧州 い 統合的 教育改革を目指

セ 国際的 教育 質 保証 関

組 活発 行わ い 2007 年 イ

工科大学 講師を迎え 本

学 教員 FD 講演会を行 日本 様 工

学を 巻 技術 進歩 工学部学生 人

間性教育 要性 示 技術者 倫理観を

哲学者 い いう論 展開

工科大学 電気 ネ

関 若手研究者を招聘 研究 教育 両面

交流 関 意見交換 情報収集を行 図

2a 学外 技術者 研究者を招い 学生指

導を う教育 果発表会 参加を通 工

学部学生 授指導 意見交換を行 2013 年

表 1定 工学教育 関 国際会議 発表数 2007-2015  

 

分類 WCC AC I T W W CC Total

. ものづくり教育

.技術連携教育 7 7 7

. キャ ア教育

.初動教育

. ーダー ップ教育

.国際協調

.教育改革

.その他

計

WCC :世界 工学教育会議、AC :ア ア工学教育会議、I T:国際融合技術 ンポ ウム、
W :世界工学教育フォー ム、W CC:世界工学会議
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締結 全学交流 年間 2 学生

派遣 入 う 相互 教員

大学紹 を通 学生交流 活性化を図

図 2b  

一方 海外 い 実施 工学教育 関 調

査対象 米国 ン大学 英国 大

学 韓国 ン大学 ン ン大学 イ

ン工科大学 工科大学 あ

各大学 特長を生 組を実施 い

例え ン大学 高校 女生 を

対象 ン 女性宇 飛行士を講師

派遣 極 特徴的 活動 あ

う 自 大学 特徴や強 を積極的

打 出 教育 開発 要 あ   

工科大学 関 2009 年

教育 関 教員 交流を進 現地訪問

大学紹 や学生 交流を進 全学交流 締

結 図 2c 流 学術 関

共 研究 可能性を調査 図 2ｄ 2015 年

材料科学 分 学生を含 共 研究を開始

学生 教員 方 い 派遣 入を行 い

科研費あ い 日本学生支援機構

JASSO 海外留学支援制度 奨学金を利用

い   

ア ア 関 韓国 工学教育改革を推進

ン ン大学 担当教員を招聘 国際 力

教育 関 FD 講演会を実施 韓国 日本

日本技術者教育 機構 JABEE 相当

ABEEK 呼 教育 質保証 組 あ

大学を挙 精力的 組行わ い 熱意

日本 を 超え 感   

 

 

図 1定 国際融合技術 ン ISFT  

 

図 2定 工学教育改革 関 国際調査 
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4. 学生 相互交流によ 実践教育 
大学連携 多 教員 個人的 研

究活動 繋 生 例え ン工科

大学 材料科学 関 研究 繋 を

2013 年 部門間 交流 を締結 連携

を深 現在 研究を通 行う連携

相互 学生 中期的 派遣 入を行 い

他 研究分 共 研究 可能性を模索

学生 派遣や 入を行 い 図 3a

b 本学工学部 3 カ 期間 入 学生

短期的 訪問 担当教員を 図 3c d 本学

工学部 ン工科大学 3 カ あ い 1

学期間派遣 学生を示 い 日独 方

分 研究室 滞在 材料科学 関 研究

を実施 筆者 派遣 学生

7 人 入学生 6 人 あ 教育改革 目的

必 直接合 い い 学生 留

学 教育的効果 顕著 あ 学生 単独 行

う 3 カ 1 学期 滞在 学生自身 ア

形 大 利益 あ 時 先端的 学術研究

を日独 方 行う 学生 研究意欲 向

極 効 あ 国を跨い 研究室間

行う 方向 イン ン あ 研究分

極 実践的 PBL あ 6  

 

5. おわ に 
文科省 採択を いわゆ GP 事業 関

新潟大学工学部 行 教育改革 進捗 中

現 果を国際会議 い 公表 2015 年度

50 件 発表実績を得 国や地域

元来 教育環境 異 工学教育を

多 課題 共通 部分 あ

を討論 情報を共 新 教育改革や教

育 立案 あ 利益 あ 考

え 個別 共 研究 基 国際的

相互理解 学生や教員 相互交流 対 要

役割を果 時 3 カ 乃 １学期 現地滞

在 学生 研究意欲 促進や教育効果 向 対

効 あ   
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図 3定 研究交流 関 学生 入 派遣 
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